








北海道の支庁別製材工場の実態について  (1)
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  北海道の製材工場の動態は、昭和 29年度の道林務部統計によれば、その工場総数は、1,249、
総馬力数 56,347、昭和 29 年度製材量 4,671,110石、その就業人員は 161,022人となってい
るが、各支庁別の製材工場の実態については、それぞれ異なるものがあると思われる。
  この調査は、昭和 29 年 1 月現在で各支庁別の製材工場の実態、及び昭和 29 年度の林務
部統計による生産量について分析を試みたものであるが、主として収入の種類、原木の入
手、製材機械の大きさ及び老朽度、使用鋸厚、素材、一般製材、吋材、の樹種別割合等に
ついて行ったものである。
  北海道の製材工場の今後のあり方は、輸出吋材の製材においてもまた、針葉樹の建築材
を主体とした製材においても、検討を要する問題が多々あると思われるが、そのいくらか
の参考ともなれば幸である。

1. 製材工場の総括
  上川支庁管内の製材工場の総括は第 1 表の通りで、これによると工場総数 178、資本金
494,443,000円、生産能力 2,290,000石、工員総数 3,489 名であり、主要製材機械では、自
動送材車付帯鋸機 178台、テーブル帯鋸機 120 台、縦挽丸鋸機 138台、横切丸鋸機 293台
製函機 114台、木工機 89台となっている。
  1 工場当りの資本金は 2,778,000円、生産能力は 12,865石、工員数 20人であり、多くの
工場は自動送材車付帯鋸機 1 台、テーブル帯鋸機又は縦挽丸鋸機 1 台、横切丸鋸機 1～2台
を有している。

第 1 表  製材工場の総括



年に入手 33.9％、昭和 16─20 年に入手 8％、昭和 11─15 年に入手 5％、昭和 10 年以前入
手 32.9％となっているから、使用年数で 20年以上が約 1/2、10 年以上が 13％、戦後の比較
的性能の悪いもの約 1/2、最新のもの約 20％であるから 1/2以上は近代化の必要があろう。

第 6 表  (1)   帯鋸製材機の施設年度

(2) 帯鋸製材機の使用鋸厚
  帯鋸製材機の使用鋸厚の分析は、第 6 表(2)の通りである。これによると最も多いのは 19
番の 53.7％で過半数を占め、次いで 20番の 23.4％18 番の 8.8％、21番の 4.6％、22 番及
び 23 番の 3.6％となっている。
  鋸の厚さは大割作業が主体となる製材機の場合には 19～20番が主体となることは問題は
なく、また吋材の製材でも現段階の 1 吋厚を主体とする場合には、鋸の厚さが製材歩止り
に関係することが、少ないことから大きな支障はないと考えられる。然し針葉樹の板挽機
械においては、22～23 番の使用が望ましい。
  上川支庁管内の昭和 29 年度の製材生産量は針葉樹 435.170石、広葉樹 331.989石、(内
輸出吋材 165.161石)で、針葉樹の生産は多く、また輸出吋材の生産も多いので使用鋸の厚
さについては特に検討を要する地区であると思われる。

  第 6 表  (2) 帯鋸製材機の使用鋸厚

(3) 帯鋸製材機械の大きさ
  帯鋸製材機械の大きさを、その鋸車の直径で代表してこれを分析してみると第 6 表(3)の
通りである。これによると直径 60～62インチが 7.2％、54～55 インチ 3.6％、50～52 イン
チ 8.5％、48インチ 18.6％、46～45 インチ 5.2％、44 インチ 3.3％、40～42インチ 42.3％、
36～38 インチ 8.1％、30～32インチ 0.6％、不明 2.6％となっているがこの中 48 インチ以
上のものが 38％、40～42 インチ 42.3％となっている。
  製材機械の大きさは原木の大きさ、作業の種類や工場の規模等によって決定されなけれ
ばならないが、大割機、板挽機、小割機、耳摺機等と作業を分業化すればその大きさの決
定が容易になると考えられる。
  この場合の大きさは大割機は 54～60インチ、板挽材は 42～44インチ、小割機や耳摺機
は 36～42インチが対照によるものを考えられる。



  2. 業 種 の 分 析       
  製材工場の業種区分は第 2 表の通りであるが、これによると手持資材による製材を主と
するもの 79％でその主体を占め、賃挽を主とするもの 15％、其の他 6％である。

  第 2 表  業種別区分

  3. 収 入 の 分 析       
  製材工場の収入の種類によって工場数を分類してみると第 3 表の通りである。これによ
ると、その収入が自家製材のみによるもの 145、賃挽収入のあるもの 134、薪、鋸屑等の収
入のあるもの 131、仕組板収入のあるもの 76、原木販売を兼ねているもの 71、附属木工よ
りの収入のあるもの 20 等である。
  これを工場の収入割合から算出してみると、自家製材収入 45.3％、賃挽収入 18.6％、附
属木工収入 11.4％、原木販売収入 7.6％、仕組板収入 7.3％となっているから収入内容は複
雑である。

  第 3 表  収入区分

  4. 動 力 の 分 析       
  総動力 9.691馬力の分析は第 4 表の通りであるが、これによると電力 96.3％、蒸気1.3％、
ディーゼル 0.9％、焚ガス 1％、木炭ガス 0.5％であるが、これを業種別に分析すれば製材
用 94.3％、製函用 2.1％、木工用 3.6％であるから動力は電力が主体であり主として製材に
使用されている。

  第 4 表  (1) 業種別動力数

  第 4 表  (2) 動力種類別区分

  5. 原 木 の 分 析       
  入手された原木の分析は第 5 表の通りである。これによると、入手原木総数 1,829.132
石の内、素材購入 62.6％、山林買付 26.5％、手持山林より 0.6％、賃挽用 10.3％である。
  また原木の所有区分としては国有 74.1％、道有 7.3％、民有 18.5％、其の他が 0.1％とな
っている。
  即ち入手原木の主体は国有林であって買付は素材購入割合が多い。

  第 5 表  原木の分析
(1) 原木入手区分

(2) 原木の所有者区分

6. 製材機械の分析
(1) 帯鋸製材機械の老朽度
帯鋸製材機械の分析は第 6 表(1)の通りである。これによると、昭和 29 年度以降のもの
20.2％、昭和 21─25


